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　2017（平成 29）年 6 月 1 日から同年 9 月 30 日までとした。なお、調査用紙は本期間内に
授業を行った 17 クラス 563 人に配布した。
④倫理的配慮





















　有効回答者数は 518 人であり、回収率は 92.0％であった。
4-2　基本属性
　基本属性の結果を表 1 に示す。「性別」は、男性 156 人（30.2％）に対して、女性が 361 人
（69.8％）であった。
　また、「年代」においては、40 代が 179 人（34.6％）、50 代 120 人（23.2％）、30 代 104 人
（20.1％）とこの 3 カテゴリで 70.6％を占める。
表 1　回答者の基本属性





10 代 6 1.2
20 代 82 15.9
30 代 104 20.1
40 代 179 34.6
50 代 120 23.2






半年以上 3 年未満 87 20.3
3 年以上 5 年未満 102 23.8
















小学校は 420 人（84.2％）、中学校は 424 人（85.1％）である。
表 2　通学した地域（小中別）










































10 代 2（33.3％） 0（0％） 4（66.7％） 6（100％）
20 代 32（39％） 28（34.1％） 22（26.8％） 82（100％）
30 代 16（15.4％） 65（62.5％） 23（22.1％） 104（100％）
40 代 7（3.9％） 151（84.4％） 21（11.7％） 179（100％）
50 代 2（1.7％） 110（91.7％） 8（6.7％） 120（100％）
60 代以上 1（3.8％） 23（88.5％） 2（7.7％） 26（100％）






10 代 2（33.3％） 1（16.7％） 3（50％） 6（100％）
20 代 24（29.3％） 37（45.1％） 21（25.6％） 82（100％）
30 代 13（12.5％） 66（63.5％） 25（24％） 104（100％）
40 代 11（6.1％） 147（82.1％） 21（11.7％） 179（100％）
50 代 5（4.2％） 108（90％） 7（5.8％） 120（100％）
60 代以上 1（3.8％） 23（88.5％） 2（7.7％） 26（100％）
合計 56（10.8％） 382（73.9％） 79（15.3％） 517（100％）
　児童・生徒期における福祉体験学習を行った者は、小学校・中学校において 10％程度とな
っている。また、覚えていない者も小学校・中学校ともに 15％程度存在する。この福祉体験
学習経験の有無を年代別に分類すると、表 4・表 5 のようになる。
　年代別に小学校・中学校ともに、10 代を除くと、年代が増加するにつれて福祉体学習を行































て表 7 に示した。「家族などに介護が必要な人がいたから」が 73 人（19.6％）、「やりがいが

















学生 164 人中 143 人（87.1％）である（木田・武藤 2006）。また、東野・木下・大夛賀他
（2014）は、キャリア段位制度8）の評価を受ける介護職員を対象に調査を行ったが、対象者
の性差は、「男性 240 名（28.4％）、女性 596 名（71.3％）」（東野・木下・大夛賀他 2014）
と、やはり女性が多くを占めている。黒沢・佐藤（2017）の調査においても、「有効回答数


























　質問紙より得られた 110 件の自由記述について分析を行った結果、110 の段落、144 の文章
を確認することができた。また、分析に使用される延べの単語数は 824 語あり、重複を除く
と 374 語となった。このうち、頻出する語上位 150 語を表 8 に示す。
　また、KH Coder による「共起ネットワーク」を利用し、カテゴリー化を行った。共起ネ
表 8　KH Coder による頻出語上位 150 語
抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
介護 32 接する 3 その後 1
仕事 31 先生 3 たどり着く 1
思う 23 祖母 3 イキイキ 1
人 13 知識 3 イス 1
必要 10 認知 3 ウィーク 1
勧める 9 勉強 3 ケガ 1
将来 9 問題 3 サービス 1
働く 8 良い 3 スキル 1
福祉 8 アップ 2 ステップ 1
友人 8 サークル 2 セミナー 1
看護 7 ディサービス 2 テキスト 1
興味 7 会社 2 デイ 1
資格 7 学習 2 デイサービス 1
ヘルパー 6 活 2 トライ 1
現在 6 気持ち 2 ネガティブ 1
高齢 6 求人 2 ヘッドハンティング 1
自分 6 教える 2 ホームヘルパー 1
多い 6 業界 2 ボランティア 1
ケア 5 見つかる 2 マネジャー 1
家族 5 講座 2 ライフワーク 1
学校 5 今後 2 安定 1
今 5 施設 2 囲み 1
持つ 5 死 2 移動 1
取る 5 至る 2 医療 1
障害 5 質 2 一念発起 1
友達 5 取得 2 一番 1
マネ 4 手 2 運用 1
感じる 4 就 2 稼ぐ 1
行く 4 出会う 2 過ぎる 1
就職 4 職場 2 過ごす 1
生活 4 制度 2 改善 1
前 4 増える 2 外来 1
他 4 大学 2 格好 1
知る 4 大震災 2 確立 1
両親 4 地元 2 学際 1
家 3 転職 2 楽しい 1
希望 3 倒れる 2 活動 1
勤務 3 入院 2 且つ 1
言う 3 年齢 2 環境 1
好き 3 備える 2 管理 1
考える 3 母 2 関係 1
残業 3 母親 2 含める 1
子育て 3 亡くなる 2 喜ぶ 1
支援 3 役立つ 2 奇形 1
事業 3 利用 2 嬉しい 1
就く 3 両立 2 寄り添う 1
少し 3 ありがとう 1 机 1
紹介 3 お願い 1 機関 1
職 3 この頃 1 帰る 1
身内 3 この先 1 疑問 1
－ 116 －
ットワークは、出現パターンの多い語との関係性を線（太い線ほど関係性が強い）で結ぶこ














































































た、本研究においても、「総合の時間」を受けてきた 10 代 20 代の福祉体験学習を行った割合
が高かったことを考慮すると、今後は、福祉体験と介護職選択の関連性をより精密に調査す
るために、この「総合の時間」が科目として段階的に開始された平成 12（2000）年度より当



































7） 具体的には 1984 年以前に出生した者。2017 年において 33 歳以上である。
8） キャリア段位制度については東野・木下・大夛賀他（2014）を参照のこと。
9） KH Coder は、樋口耕一が著作権を持つフリーソフトウェアである。KH Coder には、手作業を最小
限にし、分析者の恣意的な解釈を極力除外することができるというメリットがある。
10） 最小出現数 3 とし、利用される語の数は 58 である。
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